
令和６年度 池田市発達支援システム検討委員会次第 

 

 

                                   と き：令和６年８月２３日（金） 

                                            午後２時～ 

                                   ところ：議会会議室（市役所３階） 

 

 

案  件 

（１）池田市における中核機能について 

 

 

 

（２）大阪府における発達支援に関する取り組みについて 

    

 

 

 

（３）令和５年８月～令和６年７月の取り組みについて 

    

 

 

 

（４）各委員からの案件について（意見交換） 

 



池田市における中核機能の整備について

 中核機能とは

 池田市の現状と課題

 中核機能事業所加算とは

 池田市における中核機能の提供体制整備
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中核機能について
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改正児童福祉法の施行により、池田市立児童発達支援センター条例を一部改正

・児童発達支援センターでの放課後等デイサービスの提供を廃止
・児童発達支援センターは中核的な役割を担うことが法的に明確化

中核機能

①幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能

②地域の障がい児支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーション機能

③地域のインクルージョンの中核機能

④地域の発達支援に関する入口としての相談機能



①地域資源の現状

療育・相談・保護者支援

• 児発のみ２か所、放デイのみ６か所、多機能型（児発＋放デイ）３１か所 計３９か所
• そのうち→主に重症心身障がい児を対象とする事業所は４か所
⇒国の方針、R８年度末までに各市町村に１か所以上確保する目標⇒本市達成済み

• 保育所等訪問支援事業を利用できる事業所は９か所
• 事業所連絡会開催（年２回程度）。事業所間の横の繋がりや情報共有、グループワークを通じて
サービスの質向上をめざす

• 基幹相談支援センター（くすのき）１か所、その他７か所 計８か所

• 国の方針・府の考え方では、R８年度末までに、市町村において児童発達支援センターを少なく
とも１か所設置する目標。やまばと学園を設置⇒本市達成済み 3

市内の児童発達支援・放課後等デイサービス事業所（～１８歳まで）

市内の相談支援事業所（児童対象）

児童発達支援センター



②児童発達支援センターやまばと学園の支援体制

多職種による療育・相談・保護者支援
〈対象〉療育が必要な児童、主に知的・発達障がい児

【通園】（就学前）
• 週５日コース／週２日コース／週１日コース
• すみれ親子療育教室

【外来・保護者勉強会】（就学前）
• キッズクラブ〈ASDの児童と保護者〉
• きらきらクラブ〈染色体疾患又は療育手帳取得児童と保護者〉
• OT相談会

【地域支援】（おおむね２～３歳）
• ひまわり親子教室

【保育所等訪問支援】（～小学６年生）
• 学校園への後方支援・インクルージョン推進
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「第６期池田市障害者計画/第７期池田市障害福祉計画/第３期池田市障害児福祉計画」より
市民アンケート調査の主な結果（ニーズ調査）令和５年１１月～１２月実施
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池田市の課題と対策について
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対策

相談支援事業所を増やす

児発センターで相談支援を実施
面的整備または中核機能を強化する

本市の課題

児童におけるセルフプラン率が高い≪池田市８９．３%
で府下ワースト／府平均５１%≫（R５年３月末時点）

重症心身障がい児・医療的ケア児の通園

・リハビリが充足していない



中核的機能の発揮における「中核拠点型」と「面的整備型」

【イメージ】
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中核機能強化事業所加算の創設について

・本 加 算 の 目 的

・専門的人材の配置 ・地域全体の障がい児支援体制の充実強化を図る

・市や地域の関係機関と連携体制を確保 ・子どもと家族に専門的・包括的な支援を提供
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R６年度報酬改定にあたり、児童発達支援センター以外の児童発達支援事業所が中核的な役割を
担う場合に報酬上の評価を行う「中核機能強化事業所加算」が創設された



中核機能強化事業所加算の主な要件

中核的な事業所

市から中核的な役割を果
たす事業所として位置付
けられている

事業所連携、インクルー
ジョン推進、早期相談支
援による中核機能を所有

これらの機能を有し、中
核的な役割を果たす機能
を有している

連携体制の確保
（市や関係機関）

市と定期的に情報共有を
実施したり、地域の協議
会へ参加

取組状況の公表
外部評価を受験

地域の障がい児支援体制
の状況や体制確保の取組
を年１回以上公表並びに
自己評価項目について年
１回以上外部評価受験

専門的な支援の
提供体制確保

専門的な発達支援及び家
族支援の提供体制を確保

専門人材を
常勤専任で加配

理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士等で資格取
得・任用後、通所支援等
業務に５年以上従事した
者を１以上加配
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中核機能強化候補事業所が担う具体的内容【池田市バージョン】

①早期療育の実施
重症心身障がい児の池田市受け入れ枠を設ける
（１人あたり最低半年間、週１日以上）（ただし、保護者が希望しない場合は、
これに含めない）

②家族支援
障がい児相談支援を通じて、医療的ケア児および重症心身障がい児それぞれの
児童に合わせたフォロー体制を確保。医療・保健・リハビリ・保育の連携を推
進

③ブランチ的役割
・スーパーバイズ・
コンサルテーション

市内通所支援事業所とのブランチ的な役割を通した質向上に向けた取り組み
（ア）上記①で受けた利用者の移行支援および連携を行う
（イ）市内の他事業所の後方支援を行う

④機関支援・インク
ルージョン推進 保育所等訪問支援を通じた学校園に対する後方支援
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「中核拠点型」と「面的整備型」比較

【比較】
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中核拠点型 面的整備型

概要
児童発達支援センターが４つの中核機能
を包括的に有し、各機能を発揮していく
形

児童発達支援センターを含む地域の様々な機
関が連携しながら、地域全体で４つの中核機
能を発揮していく形

利点

・改正児童福祉法の趣旨（センターが中
核機能を発揮する）に合致
・中核機能の発揮が１か所の事業所（セ
ンター）で行えるため、各機能間の連携
が必要となった際の調整が容易

・センターが管内に無い、人員体制等が十分
で無い場合等も対応が可能
・センター以外に地域の中核的な位置付けで
ある事業所等がある場合、その力を有効活用
できる

留意事項
センターの人員体制や他機関との連携、
職員のスキル等が十分で無い場合、うま
く中核機能を発揮できない懸念がある

・機能が分散されることに伴い調整等が増え
る可能性がある
・利用者や他事業所からみて複雑な体制にな
る可能性がある



池田市における中核機能強化事業所の要否について

【本市の現状】
• 『児童発達支援センターやまばと学園』は、これまで旧福祉型児童発達支援センターとして
の役割を果たしてきた

• 肢体不自由児や医療的ケア児、重症心身障がい児の受け入れ実績はあるものの、人数は
少なく、物理的・人員的にも旧医療型児童発達支援センターとしての体制が充足していると
は言い難い状況である。また、市直営で旧医療型児童発達支援センターの体制整備を行う
にも、医療人材不足や高額な人件費の負担から、容易ではない

【本市の支援ニーズ】
• 中核機能を安定的・継続的に発揮できる体制
• 関係機関が円滑に連携できる体制構築の促進。『児童発達支援センターやまばと学園』と
市内事業所、それぞれが有する機能、強みを活かした連携体制の整備

• 重症心身障がい児・医療的ケア児についてすでに幅広い高度な専門性を有し、中核的な
役割を担っている事業所と『児童発達支援センターやまばと学園』が日常的に連携すること
により、各々の得意分野を発揮し、地域全体として支援体制をよりいっそう整備していくこと
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池田市における中核機能の面的整備（案）
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中核機能強化候補事業所選定ポイント（こども家庭庁の事務連絡より）

【事業所の選定ポイント】

• 自立支援協議会（こどもの専門部会を含む。）やその他障がい福祉やこども関連の会議等に参

画している事業所

• 地域障がい児支援体制強化事業、障がい等療育支援事業等、自治体からの事業の受託をして

いる実績がある事業所

• 既に市町村との連携の下で、地域の中核的な役割を担っていると市町村が判断する事業所

等
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令和５年８月～令和６年７月の取り組みについて 

■発達支援システム推進事業 

①いけだつながりシート Ikeda_s（イケダス）の配布 

 ・７月末現在で 290 部を配布（累計 6,141 部） 

※5 年度は 825 部、４年度は８４３部、３年度は９７２部。 

※「出生届時（総合窓口課）」「関係部署（発達支援課、健康増進課→子ども

未来課、教育センター、障がい福祉課、箕面子ども家庭センター）」で配

布。 

 

②いけだつながりシート Ikeda_s（イケダス）の活用機会の検討 

 「いけだつながりシート Ikeda_s（イケダス）」の活用促進に向け、令和５年

度には、子ども・健康部を中心に、福祉部、教育委員会といった庁内の関係課

を交えた庁内会議（課長級）を立ち上げ、検討を行いました。 

 

※現在の活用状況 

   ⇒特別支援保育申請（幼児保育課） 

   ⇒PT 訓練・OT 訓練申請、わかばクラブや幼稚園通級申請（発達支援課） 

   ⇒児童発達支援センターにおける、個別支援計画作成（やまばと学園） 

   ⇒就園、就学相談（教育政策課） 
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③かおＴＶについて 

 かおＴＶ＝子どもが見ている世界を把握することで、子どもの社会性の発達

の一端や、子どもがどんなことに興味や関心を持っているかを確

認でき、保護者や支援者が子どもに対する理解を深めることがで

きるシステム。 

  ※自閉スペクトラム症などの早期発見ツールではなく、何らかの診断に結び

付くものではない。 

  

 実施状況                     （人） 

 
１歳６か月児健診

（月１～2 回） 
健診以外 合計 

令和３年度 ７１ ３ ７４ 

令和４年度 282 6 288 

令和５年度 260 5 265 

令和 6 年度 39 0 39 

 ※令和６年度は、７月末現在。 

  

④その他 

 ＜池田市発達支援 Map の作成＞ 

  

 一生涯を通してライフステージごとに、受付、届出、相談事など、市内を中

心に公的な社会資源を冊子としてまとめたもの。（A4 版カラーP３４。毎年更

新。市 HP に掲載。印刷は隔年）。令和５年度は、６月中旬に市 HP に更新を

アップ、関係機関へ市 HP への直接つなぐことができる QR コードの配布を

行った。令和 6 年度は 6 月中旬に更新を行ったところ。今後は 800 部印刷

を行い、HP・広報誌において周知を行う予定。 
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＜発達支援システム推進事業にかかる他自治体からの反応について＞ 

  ◎行政視察：沖縄県沖縄市議会（令和５年８月７日）⇒台風の影響で中止 

 

＜発達支援研修会の実施＞ 

  令和５年度は、年間を通して、以下のとおり研修会（計 2２回）を行った。 

   やまばと学園保護者研修：２回（行動の見方など） 

   やまばと学園職員研修：１８回（不適切な行動への対応、事例検討など） 

   特別支援保育職員研修： ２回（子どもの行動理解に基づく保育など） 

  ※令和６年度も、令和５年度同様の研修を実施。結果は６年度終了後報告。 

 

＜講演会の実施＞  

 令和５年度は、令和６年２月１９日（月）に、社会福祉法人三ケ山学園 自

閉症児支援センター Wave 児童発達支援管理責任者 長富 義隆先生を

招いて、「切れ目のない支援-成人期から見た幼児・学齢期-」をテーマに関係

機関の職員を対象に講演を実施。 

 

＜９月以降の取り組みについて＞ 

・引き続き、イケダスの配布、イケダスの活用機会の検討、かお TV を実施 

・講演会の開催を予定 

 



資料３ 

4 
 

■障がい児通所支援事業 

 ３年度 

実績 

４年度 

実績 

５年度 

実績 

６年度 

予算 

６年度 

７月末 

児童発達

支援 

延人数 2,674 人 2,771 人 3,040 人 3,422 人 768 人 

給付額 196,476 千円 223,021 千円 245,134 千円 2,673,750 千円 60,561 千円 

医療型児

童発達支

援 

延人数 ０人 ８人 6 人 １５人 １人 

給付額 0 千円 100 千円 93 千円 170 千円 23 千円 

居 宅 訪 問

型 児 童 発

達支援 

延人数 ０人 13 人 23 人 40 人 25 人 

給付額 0 千円 ５８８千円 1,533 千円 2,100 千円 546 千円 

放 課 後 等

デ イ サ ー

ビス 

延人数 5,082 人 5,798 人 7,386 人 7,956 人 2,026 人 

給付額 332,264 千円 394,508 千円 463,845 千円 549,658 千円 132,432 千円 

保育所等

訪問支援 

延人数 ６０人 ８８人 9８人 142 人 40 人 

給付額 ７７２千円 1,40４千円 1,510 千円 4,322 千円 639 千円 

利用延べ人数 7,816 人 8,678 人 10,553 人 11,575 人 2,860 人 

給付金額合計 529,512 千円 619,621 千円 712,116 千円 820,000 千円 194,201 千円 

 ・受給者証の発行人数は 669 人（令和 6 年６月末現在） 

  ※５年度は６５５人、４年度は５７２人、３年度は４９１人。 

【通所支援施設数について】 

 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ6 

事業所数 12 17 18 20 25 34 39 39 

※いずれも各年度３月１日現在。児童発達支援センターを含まず 

              ※R6 は８月１日現在。 

※3９事業所の内、児童発達支援 33 放デイ 37 重心対応 4 

① 事業所連絡会の開催 

 ・事業所連絡会を、５月２８日（火）に開催（２９事業所、３４人が参加） 

 ・各事業所より要望を頂いたこともあり、本連絡会より障がい児相談支援事

業所についても参加頂いた。（４事業所４人 上記人数に含む） 

 ・療育センターエコルドが主導となり、事業所の取り組み内容紹介とグルー

プワークを行った。グループワークの内容は 

①療育の価値観の共有 
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②法改正に伴う各事業所の働き方改革の共有 

の２点であった。 

 

② 学校と障がい児通所支援事業所との連携について 

・令和 6 年 7 月の校園長会、教頭・副園長会、支援教育チーフコーディネー

ター連携会議において、個別サポート加算（Ⅲ）の内容について周知をおこ

なった。これは令和 6 年度報酬改定に伴い新設された、継続的に学校に通

学することができない児童（不登校児童）への支援の充実を図る観点から、

通常の発達支援に加えて、事業所と学校が連携を図りながら支援を行った場

合に算定できる加算となる。 

 

③ 「事業所情報集」の更新や情報発信  

・令和５年９月、令和５年１２月に刷新。引き続き、情報集の更新を年２回（８

月、１月）行うこととし、最新の情報を市の HP（上記 QR）に掲載してい

く。 

 ・健康増進課（現子ども未来課）や障がい福祉課など関係各所に配布し、事

業所の周知に努める。 

 ・最新の情報を市 HP に掲載することにより、利用者の選択の利便性の向上

に努める。 

 

＜９月以降の取り組みについて＞ 

・事業所連絡会の開催（11 月頃を予定） 

  支援困難事例や各事業所の好事例の共有、事業所間の連携強化に努める。 
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■その他について 

①第３期池田市障害児福祉計画の策定について 

 令和５年度において、第６期池田市障害者計画及び第７期池田市障害福祉計

画とともに策定を行った。計画は、障がい福祉サービス、障がい児通所支援サ

ービスなどの提供体制の確保に係る目標、必要な見込量を定めるもので、策定

にあたっては、学識経験者や障害者団体の代表者や市民公募の委員等による計

画策定委員会を設け、アンケート調査や聞き取り調査を実施し、パブリックコ

メントを経て、計画策定を行った。 

＜計画の期間＞ 

年度 
令和３ 
(2021) 
年度 

令和４ 
(2022) 
年度 

令和５ 
(2023) 
年度 

令和６ 
(2024) 
年度 

令和７ 
(2025) 
年度 

令和８ 
(2026) 
年度 

令和９ 
(2027) 
年度 

令和10 
(2028) 
年度 

令和11 
(2029) 
年度 

計画 

         

         

         

 

②医療的ケア児支援の進捗状況について 

 昨年の発達支援システム検討委員会では、コーディネーターの役割、活動の

進め方の方向性について、大阪府の職員を招き、府内の活動状況の好事例の紹

介の機会を、部会の中で設け、話していただく予定と報告させて頂いた。その

後の進捗状況は、令和６年３月２５日（月）に、「医療的ケア児・者支援部会」

を開き、「医療的ケア児・者支援の現状と今後」というテーマで大阪府福祉部障

がい福祉室地域生活支援課 課長 高橋英之 氏に説明を行って頂いた。その後、

通学支援サービスの制度変更や内容に関する質疑応答、学校園での状況報告、

コーディネーターの役割に関する確認や意見交換などが行われた。令和６年度

については、開催日未定。 

池田市障害者計画（第６期） 

第６期池田市 
障害福祉計画 

第７期池田市 
障害福祉計画 

第８期池田市 
障害福祉計画 

第２期池田市 
障害児福祉計画 

第３期池田市 
障害児福祉計画 

第４期池田市 
障害児福祉計画 

池田市障害者計画 
（第５期） 


